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１-１ こども計画策定に係る現行計画の検証について

■各計画の位置づけ

１ 子ども輝き未来プラン２０２０
各種こども・子育て支援事業の更なる取組の推進及び児童虐待やこど

もの貧困対策等の喫緊の課題に対応するため策定

①計画期間：令和2年度（2020年度）～令和6年度（2024年度）
②対象：概ね18歳未満の全てのこどもと、こどもを取り巻く家庭や

地域社会等様々な主体
③策定根拠：次世代育成支援対策推進法第8条1項

２ 子どもの未来応援アクションプラン
本市におけるこどもの貧困対策をさらに推進するため、「熊本市子ど

も輝きプラン」を補足する個別実施計画として策定

①計画期間：平成30年度（2018年度）～令和6年度（2024年度）
②対象：生まれる前から大学等の修学の機会を経て就労等の自立に

至るまでの概ね20代前半までのこどもとその保護者
③策定根拠：子どもの貧困対策に関する法律第9条

■各計画の概要

３ 子ども・子育て支援事業計画（第二期）
幼稚園・認定こども園・保育所、一時預かり事業等の各事業の

「量の見込み【需要】」及び「確保の内容【提供】」を設定し、
更なる取組推進を図るため策定

①計画期間：令和2年度（2020年度）～令和6年度（2024年度）
②策定根拠：子ども・子育て支援法第61条※各計画の名称は策定当時のもの
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■成果指標

■成果指標

１-１-① 子ども輝き未来プラン2020                                          ※詳細については、資料１－２を参照

基本目標Ⅰ すべての子どもの健やかな成長を支える支援

基本目標Ⅱ 安心して子どもを産み育てられる環境づくり

■検証

• 成果指標については、里親委託率・こども食堂等を支援する企業等の数
は順調に増加。一方、生活保護受給者の高校進学率など基準値を下
回ったものもあった。

• 事業評価については、効果があがっていると判断した事業が多く、特に
「子どもに関する相談・支援体制の充実」については評価が高かった。

■今後の方向性

• こどもの命と権利を守る取組
• 社会的な支援の必要性があるこどもや子育て家庭への支援 等

■検証

• 成果指標については、待機児童０を達成。児童育成クラブの面積要件に
ついても順調に推移している。

• 事業評価については「妊娠・出産などに関する母子保健対策の適切な実
施」「適切な医療体制の確保」については高いが「保育サービス及び幼児
教育の充実」についてはやや低かった。

■今後の方向性

• 妊娠・出産から子育てまで切れ目のない支援
• 保育サービスや幼児教育などの充実 等
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基本目標Ⅲ 子育てしやすい地域社会の構築

■検証

• 計画全体の成果指標について、前年度と比較して４.３ポイント低下した。

■今後の方向性

• 希望する結婚や仕事と子育ての両立支援
• 子育てにおける経済的な負担の軽減
• 地域主体の子育て支援 等

■成果指標

●計画全体の成果指標

■今後の方向性

• 本計画の検証を踏まえてこども計画策定を策定する。

■検証

• 成果指標については、こども食堂を支援する企業等の数は順調に増加
している。一方で、未達成の項目としては、出生数や地域子育て支援拠
点の利用者数等がある。

• 事業評価については、概ね高く、比較的高いものとしては「地域におけ
る子育てサービスの充実」「子どもの安全対策」であった。

１-１-① 子ども輝き未来プラン2020                                          ※詳細については、資料１－２を参照
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■検証指標

基本目標１ 子どもの学力向上と社会を生きる力を育むための支援

基本目標２ 子どもの健やかな心身の育成と保護者の養育環境を支援

■検証指標 ■検証

• 検証指標については、放課後学習教室は令和5年度は実施校が3校増え
10校となり、参加人数も大幅に増加し目標値を達成。

• 事業評価については、教育相談体制の整備が比較的高い。

■今後の方向性

• 学習機会の更なる充実等のこどもの貧困対策推進

■検証

• 検証指標については、こども食堂やフードバンク等を支援する企業・団
体・個人の数はふるさと納税などの影響で、目標数を大幅に達成。

• 事業評価については、妊産婦等保護者の養育支援や社会的養護が必要
な子どもの支援が高い。

■今後の方向性

• こどものいのちと権利を守る取組
• 社会的な支援の必要性があるこどもや子育て家庭への支援 等

１-１-② 子どもの未来応援アクションプラン ※詳細については、資料１－２を参照
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■検証指標

■検証指標

１-１-② 子どもの未来応援アクションプラン ※詳細については、資料１－２を参照

基本目標３ 子育て家庭の自立に向けた支援

基本目標４ 支援が必要な家庭を支える体制づくり

■検証

• 検証指標については、スクールソーシャルワーカーが支援する児童生徒
の状況の改善率は目標値に達していないが、相談件数は年々増加傾向。

• 事業評価については、関係機関の連携・活動支援が高く、相談体制整
備・情報提供の充実が比較的低い。

■今後の方向性

• 相談体制の整備等のこどもの貧困対策推進
• こども一人ひとりを尊重した教育の推進

■検証

• 検証指標については、母子・父子自立支援プログラム策定者のうち、就
労に結びついた割合は基準年を下回っているが、利用者数は増加傾向。

• 事業評価については、各種手当・貸付金など経済的支援が高く、ひとり
親家庭等の就労支援が比較的低い。

■今後の方向性

• ひとり親家庭に対する生活支援や就労支援
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１-１-③ 子ども・子育て支援事業計画（第二期） ※詳細については、資料１－２を参照

■検証

• 市内全域で1号及び2号・3号の総数が需要量①＜供給②となる。
• 1・2歳で供給不足が発生している。

■今後の方向性

• 既存幼稚園からの認定こども園への移行を促すとともに、既存施設の
定員転換（2号から3号へ）を勧奨する。

■今後の方向性

• 乳幼児の利用者が多いため、安全に利用できる環境の整備に努めると
ともに、効果的な周知を図り、利用促進に努める。

• 市民ニーズに沿った配置数や場所となっているか検討を進める。

1.教育・保育

9.地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター）

■検証

• 実績については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための利用制限
が影響しているが、令和５年度は、前年度と比較して1.4倍に増加した。

＜保育＞
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こども計画策定に係る
関連調査の結果について

資料2-1
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２.こどもの生活等実態調査

こども及びその保護者の生活実態、経済的、社会的な理由による困難を抱えているこどもの課題等の把握

■調査期間：令和4年11月7日～11月24日

■対 象 者：①小学5年生 ②その保護者 ③中学2年生 ④その保護者 ■調査人数：①②各6,837人 ③④各6,432人

■回 答 数：①2,596人（38.0％） ②2,584人（37.8％） ③2,285人（35.5％） ④1,619人（25.2％）

１-２ こども計画策定に係る関連調査について

１.少子化対策に関する現状分析・アンケート調査

結婚や子育て等に関する様々な先行事例や研究結果等の情報収集と効果検証及び市民の意見やニーズの把握

■調査期間：令和5年8月7日～令和5年12月28日

～以下、市民アンケート～

■対 象 者：18歳以上～60歳未満 ■調査人数：15,000人 ■回 答 数：3,731人（24.9％）

３.こども・若者の生活と意識に関するアンケート調査

こども・若者を取り巻く現状及び課題の把握

■調査期間：令和6年2月6日～2月20日

■対 象 者：15歳以上39歳以下 ■調査人数：5,000人 ■回 答 数：1,183人（23.7％）

４.こども・子育て支援事業計画 利用希望等把握調査

教育・保育、地域子ども・子育て支援事業に関する利用希望等の把握

■調査期間：令和6年2月5日～3月5日

■対 象 者：①未就学児の保護者 ②小学生の保護者 ■調査人数：①20,000人 ②5,000人

■回 答 数：①8,492人（42.4％） ②2,545人（50.9％） 10



11

１ 少子化対策に関する現状分析・アンケート調査 ※詳細については、資料２－２を参照

■地域特性について

■結婚の希望が叶いやすくなる方法について

■子育てにおいて大変だと思うこと（末子年代別）

■分析結果

地域特性を県下市町村と比較した結果、熊本市は働く場所が多く地域
のにぎわいはあるものの、共働きがしにくい環境や社会的関係性が希
薄な状況。これらの特性が、未婚率の高さや若い世代の出生率が低位
にとどまっている原因の１つとも考えられる。

（１）結婚
結婚においては、出会いの少なさや雇用や収入の不安定さなどの経

済的な問題が大きな障壁。また、若い世代においては、結婚生活のイ
メージを持てないことも障壁のひとつとなっている。

（２）子育て
経済的な問題が大きく、理想とする人数の子を持てていない場合が多

く見受けられた。働く力や、家族・地域のサポートが影響を与えている。

■今後の方向性

（１）結婚
・ 若い世代への情報提供
・ 出会い・就労サポート 等

（２）子育て
・ 経済的な負担の軽減
・ 仕事と子育てを両立しやすい環境整備
・ 男性の育児・家事に対する認識の向上 等 11
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２ こどもの生活等実態調査 ※詳細については、資料２－２を参照

■分析結果

• 世帯収入の水準や親の婚姻状況によって、こどもの学習・生活・心理
など様々な面が影響を受けていた。

• 特に「等価世帯収入が中央値の２分の１未満」でもっとも収入が低い
水準の世帯や、ひとり親世帯が、親子ともに多くの困難に直面して
いる。

• ただし、「等価世帯収入が中央値の２分の１以上だが中央値未満」の、
いわば収入が中低位の水準の世帯でも、多様な課題が生じていた。

■今後の方向性

• こどもの貧困対策の推進

• ひとり親家庭に対する自立支援の推進

■所得等の状況について

■経済的課題、経済的理由による困難な経験について

■現在の暮らしの状況について

■こどもの生活満足度について
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３ こども・若者の生活と意識に関するアンケート調査 ※詳細については、資料２－２を参照

■分析結果

• 30代になると正規職員の割合が減り、非正規職員や自営業、専業
主婦・主夫の割合が高い。

• 全体的に行きたい時に行けて、何もせずにのんびり過ごしたり、
好きなことが自由にできる場所が求められている。若年層である
ほど他者と過ごせる場所を希望する割合が高い。また、20代前半
は相談できる場所を求める割合が高い。

• 20代以降は仕事やお金、将来の生活に関する悩みが多い。30代は
健康への悩みも多くなっている。

• ひきこもり群に該当する方は自己肯定感が低く、将来の生活や仕
事、自分自身に関する悩みが多い。

■今後の方向性

• 仕事と子育ての両立支援

• 若者に対する就労支援、経済的負担の軽減

• ひきこもり支援

■家庭、学校、職場以外の居場所に求める条件について

■現在、悩んでいることや困っていることについて

■現在の就労・就学等の状況について
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４ こども・子育て支援事業計画 利用希望等把握調査 ※詳細については、資料２－２を参照

■今後の方向性

• 保留児童の改善に向けた取組の強化

• 子育て支援センターや一時預かり事業等の周知

※ 病児・病後児保育、放課後の居場所については更なるニーズの深堀
が必要

■分析結果

• 幼稚園、保育園等を利用していない世帯（13.8％）のうち、
27.8％の世帯は「利用したいが空きがない」を理由としている。

• 子育て支援センターや一時預かり事業等を利用していない方のう
ち、「サービス等を知らない」「利用方法が分からない」といっ
た理由が一定数ある。

• 病児・病後児保育の利用希望は増加している反面、利用状況に変
動はない状況。父母が仕事を休んでの対応が増加している。

• 小学生の保護者の放課後の居場所の希望としては、小学校低学
年・高学年に関わらず「自宅」が一番高い。

■教育・保育事業（幼稚園・保育園等）について

■地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター等）について

■放課後児童健全育成事業（児童育成クラブ）について
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児童福祉専門分科会での主なご意見（5月27日）

■計画策定の進め方について

• 市長とドンドン語ろうなど、市長自ら市民との直接対話の機会を積極的に設けられていることを評価している。

• 既存計画の丁寧な検証、事前調査など、事業効果の分析や市民ニーズの把握に取り組まれており、引き続き、様々
な声を吸い上げていくことが重要である。

■事前調査について

• 病児・病後児保育を利用するにあたって、事前登録など少しハードルが高いのではないか。

• 若者への結婚に関する情報提供に工夫が必要ではないか。

• 子育て支援センター等、事業や利用方法の更なる周知が必要ではないか。

■既存計画の検証について

• 待機児童０はいいことだが、保育園のきょうだい児が同じ園に通園できるようにできないか。

• こども食堂が貧困世帯だけではなく、だれでも行けるところであることを周知する必要がある。

• 保育・教育や子ども・子育て支援事業については、少子化の現状や人口の地域偏在等を踏まえ、将来の需要を見込
む必要がある。

• 医療的ケア児に対する児童育成クラブでの受け入れや一時預かり施設の確保等について検討する必要がある。

• 発達障害児や外国籍児童への対応など、幼稚園も含めた保育現場が抱える課題についても検討する必要がある。
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こども計画策定に係る
現行計画の検証について

【別冊】

資料１-2
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１ 子ども輝き未来プラン2020

●計画全体の指標

成果指標
基準値 実績値 目標値

達成度
（H30年度） (R5年度） （R6年度）

こどもたちが健やかに成長していると感じ
る市民の割合（％）

60.3 5１.3 65 D
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１ 子ども輝き未来プラン2020

基本目標Ⅰ すべての子どもの健やかな成長を支える支援

　【重点取組】

事業名 担当課

食の安全安心・食育推進
事業

健康づくり推進課

里親養育包括支援事業 児童相談所

熊本県社会的養育推進計
画の策定

こども家庭福祉課
児童相談所

こどもの学習支援事業 保護管理援護課

こどもの未来応援基金事
業

こども政策課

　【成果指標】

事業内容

里親養育支援に関する相談・支援を総合的に行う。

熊本県と連携・調整を行い、こどもの権利擁護の推
進、家庭養育優先の原則を踏まえた里親委託の推進
及び児童相談体制の機能強化等を行う。

こどもの居場所づくりや多世代交流によるコミュニ
ケーション力の向上及び地域とのつながりが図られ
るようこども食堂への支援を行う。

生活保護受給世帯の中学生等を対象に高等学校等
への進学等に向けた基礎学力向上のための学習支援
を実施する。

市民自らが食に対する関心と理解を深め、家庭にお
ける健全な食生活を実践するめの施策に取組むとと
もに、乳幼児期に健全な食生活を確立するため、家
庭、保育所等の連携による食育の推進を図る。

基準値 実績値 目標値

（H30年度） (R5年度） （R6年度）

里親等委託率（％） 10.77 24.1 26.9 B

こども食堂を支援する企業・団体・個人数
（数）

若干数 11,345 100 A

生活保護を受給している中学３年生の高
校進学率（％）

94.7 93.8 99.2 D

朝食を毎日食べるこどもの割合（％） 97.3 96.7 100 D

成果指標 達成度

R5
R6（目標値）

こども食堂を支援する団体数
H30
R1
R2
R3
R4
R5
R6（目標値）

生活保護を受給している中学３年生の高校進学率（％）
H30
R1
R2
R3
R4
R5
R6（目標値）

10.77
12.7

16.23
18.53

20.85
24.1

0

10
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30

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値）

里親委託率（％）
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7555
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H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値）

こども食堂を支援する企業・団体・個人数（数）
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97.2
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生活保護を受給している中学３年生の高校進学率（％）

100

・

26.9

・

99.2

・
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１ 子ども輝き未来プラン2020

基本目標Ⅱ 安心して子どもを産み育てられる環境づくり

基準値 実績値 目標値

（H30年度） (R5年度） （R6年度）

待機児童数（人） 6 0 0 A

児童育成クラブの面積要件を満たさない
施設数（数）

28 12 0 B

成果指標 達成度

　【重点取組】

事業名 担当課

保育士就職支援事業 保育幼稚園課

放課後児童対策関連事業 放課後児童育成課
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生を対
象に、児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び
及び生活の場を与えて、その健全育成を図る。

事業内容

保育士等の就職支援及びコーディネーター配置を行
う。

0
0

1
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3

4

5

6

7

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値）

待機児童数（人）

28
25

17 16
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0

5

10

15

20

25

30

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値）

児童育成クラブの面積要件を満たさない施設数（数）

・
0

0

・

19



１ 子ども輝き未来プラン2020

基本目標Ⅲ 子育てしやすい地域社会の構築

　【重点取組】

事業名 担当課

オレンジリボンサポーター
養成講習会

こども家庭福祉課

妊娠・出産包括支援事業 こども支援課

結婚・子育て応援サイト事
業

こども政策課

　【成果指標】

事業内容

児童虐待のない社会を目指し、こどもと子育てをす
る人たちが尊重され、安心し暮らせるまちづくりを実
践する市民のための講習会を開催する。

結婚から妊娠・出産・子育てなどのライフステージに
応じた情報を提供することにより、安心してこどもを
産み育てやすい環境づくりを推進する。

妊娠・出産・子育てに関する悩み等に対して、地域の
実情に応じて、子育てに関する相談支援を行うとと
もに、妊産婦を支える地域の包括体制の構築を行う。

基準値 実績値 目標値

（H30年度） (R5年度） （R6年度）

出生数（人） 6,824 5,779 7,000 D

「熊本市 結婚・子育て応援サイト」のアク
セス数（万件）

326 1,820 340 A

地域での子育て支援活動に参加した市民
の割合（％）

12.3 8.4 25 D

地域子育て支援拠点施設利用者数（人） 117,602 85,186 130,000 D

子育て支援ネットワーク会議開催数（回） 278 167 300 D

オレンジリボンサポーター養成講習会参加
者数（人）

6,346 9,564 9,500 A

成果指標 達成度
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２ 子どもの未来応援アクションプラン

※R2は数値無し

●計画全体の指標

基準年 目標
Ｈ３０ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

小学生 84.4％ 79.6％ 86.9％

中学生 72.4％ 66.6％ 75.1％

国立教育政策研究所「全国学力・学習状況調査」より引用

実績

将来の夢や目標を持っている
児童生徒の割合

80.8％

65.9％

86.9

・
75.1

・
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２ 子どもの未来応援アクションプラン

子どもの学力向上と社会を生きる力を育むための支援基本目標１

　・子どもの学習の向上、学習機会の提供

　・学習の機会への参加促進

　・子どもの社会を生きる力と意欲の向上

　・子どもの自立・健全育成

　・教育に関する相談・経済的支援　　など

取組内容

基本目標２ 子どもの健やかな心身の育成と保護者の養育環境を支援

取組内容

　・子どもの居場所づくり

　・子どもの健康の保持・増進

　・子どもの生活習慣の形成・社会的孤立の防止

　・社会的養護が必要な子どもへの支援

　・妊産婦など保護者への養育支援や保育等の確保　　など

基本目標３ 子育て家庭の自立に向けた支援

取組内容

　・特に支援を要するひとり親家庭、要保護世帯への支援　など

　・保護者の生活基盤安定に向けた経済的負担軽減や就労支援（保護者・子ども）

　・安心して子育てできる保育・放課後児童対策等の環境づくり

基本目標４ 支援が必要な家庭を支える体制づくり

取組内容

　・公的な相談体制の整備・公的機関の情報共有と連携

　・地域・関係機関との連携・ネットワークづくり　など

【検証指標】

基準年 目標

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

0箇所 2箇所 2箇所 3箇所 7箇所 10箇所 10箇所

内容
実績

放課後学習教室等の
開催箇所数

基準年 目標

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

若干数 76 660 3,192 7,555 11,345 100

内容
実績

こども食堂やフードバンク
等を支援する企業・団体・

個人の数

【検証指標】

基準年 目標

Ｈ２９ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

75.2 71.4 67.5 76.9 77.4 63.8 79.0

母子・父子自立支援プログラ
ム策定者のうち、就労に結び

ついた者の割合（％）

内容
実績

【検証指標】

基準年 目標

Ｈ２９ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

53.4 47.1 51.8 33.0 46.8
暫定値
51.0

60.0

内容
実績

スクールソーシャルワーカー
が支援する児童生徒の状況

の改善率（％）

【検証指標】
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３ 子ども・子育て支援事業計画（第二期）

●人口の推移（０歳から１１歳の人口の推移）
　　2020～2024年（計画期間）の0歳児～11歳児（各事業の利用対象者）の人口を推計
　＜全市＞

※４月１日現在の人口

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 0～5歳合計

2020年 6,336人 6,503人 6,689人 6,695人 6,815人 6,852人 39,890人 

2021年 6,223人 6,436人 6,491人 6,694人 6,676人 6,819人 39,339人 

2022年 6,116人 6,322人 6,434人 6,494人 6,680人 6,680人 38,726人 

2023年 6,019人 6,216人 6,317人 6,437人 6,480人 6,687人 38,156人 

2024年 5,930人 6,114人 6,207人 6,323人 6,424人 6,490人 37,488人 

6歳児 7歳児 8歳児 9歳児 10歳児 11歳児 6～11歳合計

2020年 6,852人 6,852人 6,955人 7,018人 7,030人 6,983人 41,690人 

2021年 6,840人 6,886人 6,867人 6,970人 7,018人 7,051人 41,632人 

2022年 6,808人 6,872人 6,894人 6,885人 6,979人 7,047人 41,485人 

2023年 6,677人 6,840人 6,882人 6,915人 6,890人 7,003人 41,207人 

2024年 6,684人 6,712人 6,854人 6,902人 6,924人 6,912人 40,988人 

児童年齢

児童年齢

推
計
人
口

推
計
人
口

●事業概要

事業名 事業内容

1号認定区分（3～5歳、教育のみ利用） 小学校以降の教育の基礎をつくるための幼児期の教育を実施

2号認定区分（3～5歳、保育の必要性あり） 3～5歳の児童で就労などのため家庭で保育のできない保護者に代わって保育を実施

3号認定区分（3～5歳、保育の必要性あり） 0～2歳の児童で就労などのため家庭で保育のできない保護者に代わって保育を実施

2 一時預かり事業
幼稚園型：幼稚園の通常の教育時間の前後や長期期間中等に在園児の預かりを実施
幼稚園型以外：保護者が病気等になった場合、園児以外の預かりを実施

3 時間外保育事業 保護者の就労等で保育時間の延長が必要な児童を、保育所開所時間を超えて保育を実施

4 利用者支援事業
基本型・特定型：各区に利用者支援員を配置し、保育所等の相談を実施
母子保健型：子育て世代包括支援センターを設置し、子育て支援を実施

5 放課後児童健全育成事業（児童育成クラブ）
低学年：共働き家庭等の小学生を対象に、放課後に遊びと生活の場の提供を実施
高学年：障がいや特性のある小学生等を対象に、放課後に遊ぶと生活の場の提供を実施

6 子育て短期支援事業（ショートステイ） 保護者の急な仕事等により、家庭での養育が困難になった場合の一時預かりを実施

7 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 生後4ヶ月までの乳児がいる全ての家庭を訪問し、子育て等の相談対応を実施

8 養育支援訪問事業・要保護児童等に対する支援に資する事業 育児不安等で特に支援が必要な者を訪問し、指導を実施

9 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 保育士等の子育ての相談対応や子育て支援サービスの情報提供を実施

10 病児・病後児保育事業 就労中で子どもが病気で保育所等に預けられない場合の預かりを実施

11 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 子どもを預けたい者や子どもを預かりたい者の相互の支援を実施

12 妊婦健康診査 妊婦への健康診査を実施

13 実費徴収に係る補足給付を行う事業 保育施設等への保護者が支払うべき日用品等の購入に要する費用の助成を実施

14 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 保育の受け皿の確保等を行うため、新規参入施設等の事業者への巡回支援を実施

教
育
・
保
育

1

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業

●人口の推移（０歳から１１歳の人口の推移）
　　2020～2024年（計画期間）の0歳児～11歳児（各事業の利用対象者）の人口を推計
　＜全市＞

※４月１日現在の人口

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 0～5歳合計

2020年 6,336人 6,503人 6,689人 6,695人 6,815人 6,852人 39,890人 

2021年 6,223人 6,436人 6,491人 6,694人 6,676人 6,819人 39,339人 

2022年 6,116人 6,322人 6,434人 6,494人 6,680人 6,680人 38,726人 

2023年 6,019人 6,216人 6,317人 6,437人 6,480人 6,687人 38,156人 

2024年 5,930人 6,114人 6,207人 6,323人 6,424人 6,490人 37,488人 

6歳児 7歳児 8歳児 9歳児 10歳児 11歳児 6～11歳合計

2020年 6,852人 6,852人 6,955人 7,018人 7,030人 6,983人 41,690人 

2021年 6,840人 6,886人 6,867人 6,970人 7,018人 7,051人 41,632人 

2022年 6,808人 6,872人 6,894人 6,885人 6,979人 7,047人 41,485人 

2023年 6,677人 6,840人 6,882人 6,915人 6,890人 7,003人 41,207人 

2024年 6,684人 6,712人 6,854人 6,902人 6,924人 6,912人 40,988人 

児童年齢

児童年齢

推
計
人
口

推
計
人
口
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３ 子ども・子育て支援事業計画（第二期）

１．教育・保育
＜教育＞

＜保育＞

2.一時預かり事業　（１）　在園児対象型

年　度 R元（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024）

①量の見込み（人日） - 130,925 129,878 127,670 187,408 207,824

②確保の内容（人日） - - - - - -

③実績（人日） 133,430 137,424 152,395 174,678 218,799 -

①-③ - ▲ 6,499 ▲ 22,517 ▲ 47,008 ▲ 31,391 -

②-③ - - - - - -

分析・課題

今後の方向性
一時預かり事業（幼稚園型）の利用ニーズに的確に対応できるよう各事業者に対し、必
要な人的配置等について、継続的に働きかけていく。

当初の計画では推計人口とアンケート調査を基に、量の見込みを推計していたが、保育
所等から認定こども園等への移行や利用料の無償化の影響もあり、計画値より実際の
ニーズが高かった。確保の方策については、自主事業園の利用者も含め、実際の利用
ニーズには十分対応している。

2.一時預かり事業　（２）　在園児対象型以外

年　度 R元（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024）

①量の見込み（人日） - 7,367 5,603 4,262 6,836 6,297

②確保の内容（人日） - - - - - -

③実績（人日） 11714 8744 8055 7257 7736 ‐

①-③ - ▲ 1377 ▲ 2452 ▲ 2995 ▲ 900 -

②-③ - - - - - -

分析・課題

今後の方向性

当初の計画では、過去3年分の平均値を基に推計していたが、実際の利用が多かった。

利用者のニーズに対応できるよう事業所等に一時預かり事業の周知を継続的に働きかけ
ていく。●市内全域で1号及び2号・3号の総数が需要量①＜供給②となる。

●1・2歳で供給不足が発生しているため、既存幼稚園からの認定こども園への

移行を促すとともに、既存施設の定員転換（2号から3号へ）を勧奨する。
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３ 子ども・子育て支援事業計画（第二期）

<低学年>

年度 R元（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024）

①量の見込み（人） - 6,622 6,732 6,862 6,898 6,957

②確保の内容（人） - 6,622 6,732 6,862 6,898 6,957

③実績（人） 6,222 6,012 6,030 6,073 6,436 -

①-③ - 610 702 789 462 -

②‐③ - 610 702 789 462 -

5.放課後児童健全育成事業（児童育成クラブ）

<高学年>

年度 R元（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024）

①当初の量の見込み（人） - 125 222 393 546 553

②確保の内容（人） - 1,251 1,272 1,296 1,303 1,314

③実績 81 88 122 177 325 -

①-③ - 37 100 216 221 -

②‐③ - 1,163 1,150 1,119 978 -

分析・課題

今後の方向性

・引き続き、学校との連携を強化する。
・放課後子ども総合プランで示されている学校の余裕教室の徹底活用や放課後等
における学校施設の一時的な利用の促進について、施設整備と合わせ積極的に取
り組む。
・高学年受入れは、令和６年度に新たに10校の受入れを開始し、今後も施設の狭隘
さ解消のため施設整備を進め、段階的に規模を拡大しながら、令和7年度までに全
クラブでの受入れを目指す。

・入会児童の増加のため、施設整備や学校施設の活用等により施設環境の改善を進
めているが、事業費の制約がある中、十分な解消には繋がっていない。
・クラブの適正な運営には、クラブ実施体制の充実に加え、学校との連携が必要で
ある。

年度 R元（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024）

①量の見込み（人・月） - 16,816 16,710 16,635 11,045 11,045

②確保の内容（人・月） - 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000

③実績（人・月）（ヵ所数） 8,977（22） 3,369（22） 2,213（２１） 5,031（22） 7,594（22） -

①-③ - 13,447 14,497 11,604 3,451 -

②-③ - 29,631 30,787 27,969 25,406 -

分析・課題

今後の方向性

施設の利用者数の実績は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための利用制限が
影響しているが、令和4年度と比較して約１．４倍増加した。
子育てに関する相談や子育て中の親子の交流の場の提供は、子育て支援センターの
ほか、児童館やこども文化会館など市内の子育て施設全体で対応しており、利用者の
選択肢を広げ、利便性向上に努めている。

乳幼児の利用者が多いため、引き続き感染防止対策を講じながら、安全に利用でき
る環境の整備に努めるとともに、SNS等を活用した効果的な周知を図り、利用促進
に努める。
また、市民ニーズに沿った配置数や配置場所となっているか検討を進める。

9.地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター）

年度 R元（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024）

①量の見込み（件） - 3,504 3,504 3,487 3,470 3,424

②確保の内容（件） - 4,430 4,430 4,430 4,430 4,430

③実績（件） 2,317 2,441 3,399 3,996 5,429 -

①-③ - 1063 105 ▲ 509 ▲ 1959 -

②-③ - 1989 1031 434 ▲ 999 -

分析・課題

今後の方向性

11.子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）

新型コロナウイルスによる休園や休校により利用件数が大幅に増加し、量の見込み
が過少であったことが想定される。今般の利用実績を踏まえ、量の見込み及び確保
の内容を見直す必要がある。

ニーズに応えることができるよう、協力会員確保に向け今後も市政だよりやSNSを
通じた周知広報を行っていく。
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こども計画策定に係る
関連調査の結果について

【別冊】

資料2-2
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１.少子化対策に関する現状分析・アンケート調査

結婚や子育て等に関する様々な先行事例や研究結果等の情報
収集と効果検証及び市民の意見やニーズの把握

調査期間：令和5年8月7日～令和5年12月28日
～以下、市民アンケート～
対 象 者：18歳以上～60歳未満
調査人数：15,000人
回 答 数：3,731人（24.9％）

27



１ 少子化対策に関する現状分析・アンケート調査 【現状分析】

■合計特殊出生率に影響を及ぼしている地域力（重回帰分析の結果）

結婚要因 ➡①地域の働く力、②地域のにぎわい力、⑤家族・地域の絆力 が影響している。
出生力要因（ 20～29歳）➡②地域のにぎわい力、④共働き支援力 が影響している。
出生力要因（ 30～39歳）➡②地域のにぎわい力、③乳幼児サポート力 が影響している。

※ 数値が大きいほど、結婚・出生力要因に与える影響が大きい
※「－」➡本件で用いた指標で、結婚・出生力要因につながらなかった項目

結婚要因

15-49歳 20-29歳 30-39歳 40-44歳

①地域の働く力 0.34 ー ー ー

②地域のにぎわい力 0.49 0.59 0.28 ー

③乳幼児サポート力 ー ー 0.49 ー

④共働き支援力 ー 0.61 ー ー

⑤家族・地域の絆力 0.50 ー ー ー

出生力要因
項目

【重回帰モデル】

【結婚要因及び出生力要因に影響する地域力】
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■地域力（偏差値）

地域力においては、
・他政令市平均との比較では、④共働き支援力が62.0と比較的高いことを除き、他の地域力は平均程度となっている。
・県下市町村平均との比較では、①地域の働く力、②地域のにぎわい力、③乳幼児サポート力は県内平均を上回るものの、④共働き支援力、
⑤家族・地域の絆力において下回る結果となった。

【県下市町村比較】【政令市比較】

１ 少子化対策に関する現状分析・アンケート調査 【現状分析】
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■合計特殊出生率の各構成要素（偏差値）

合計特殊出生率の各構成要素については、
・他政令市平均との比較では、有配偶率出生率が68.0と他政令市平均と比較して高く、有配偶率が48.0とわずかに低くなっている。
・県下市町村平均との比較では、有配偶率出生率が52.3と県下市町村平均と比較して高いものの、有配偶率が39.9と低くなっている。

【政令市比較】 【県下市町村比較】

１ 少子化対策に関する現状分析・アンケート調査 【現状分析】
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■結婚の障壁について

・全年代において「相手にめぐりあわない」が多数を占めている。20代は経済的な課題が多く、30歳以上では年齢が課題となっている。
・「相手にめぐりあわない」の内訳は、年代が上がるにつれ「身近に自分と同世代の未婚者が少ない（いない）」が多くなっている。

年代（）内は回答数
 （理想の）相手にめぐ
りあわない

 収入が安定していない  結婚資金が足りない  年齢  異性とうまくつきあえ
ない

18～19歳（47） 38.3% 27.7% 21.3% 23.4% 14.9%

20～24歳（162） 39.5% 32.7% 32.7% 14.2% 13.0%

25～29歳（127） 44.9% 31.5% 27.6% 2.4% 11.0%

30～34歳（74） 55.4% 21.6% 21.6% 12.2% 21.6%

35～39歳（67） 52.2% 19.4% 17.9% 20.9% 16.4%

全体（604） 46.4% 25.8% 24.2% 17.9% 14.2%

■結婚の希望が叶いやすくなる方法について

・全年代において「雇用機会や収入の安定」が重視されている。比較的若い世代ほど、結婚生活やその魅力を知ることが重要とされている。
・相手にめぐりあわない×行動に移れていない方は上記に加え、「十分な出会いの場」や「第三者による交際支援」が上位にきている。

年代（）内は回答数

自分や相手の雇用機会や
収入が安定すること

結婚後の生活（妊娠・出
産・子育て・老後）を具
体的にイメージできるよ
うになること

結婚の魅力やメリットを
具体的に知ることができ
ること

住宅費・転居費などの軽
減や公営住宅への優先入
居など、結婚後の住宅確
保支援

結婚（指輪、結納、式場
など）への経済的支援

婚活イベントなど、異性
との出会いの場が十分に
あること

18～19歳（47） 42.6% 48.9% 27.7% 6.4% 17.0% 8.5%

20～24歳（162） 43.8% 39.5% 20.4% 23.5% 21.0% 9.9%

25～29歳（127） 37.8% 40.2% 26.8% 25.2% 27.6% 19.7%

30～34歳（74） 35.1% 44.6% 20.3% 24.3% 21.6% 18.9%

35～39歳（67） 41.8% 26.9% 14.9% 20.9% 16.4% 22.4%

全体（604） 39.2% 35.6% 20.5% 20.5% 18.0% 17.9%

※属性別は39歳までを表示

※属性別は39歳までを表示

１ 少子化対策に関する現状分析・アンケート調査 【アンケート】
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■こどもを持ちたくない理由

・男女関係なく、全体的に「お金がかかる」「子育てが大変」「仕事や趣味を優先したい」が上位を占めている。
・男女別でみると、続いて男性がパートナーとの生活を重視する一方で、女性は仕事との子育ての両立の困難さを理由としている。

年代（）内は回答数

出産、子育て、教育等に
お金がかかるから

子育てが大変だから 自分の生活の中で仕事や
趣味を優先したいから

子育てと仕事の両立が出
来ないと思うから

こどもが苦手だから 妊娠・出産をしたくない
から

18～19歳（9） 44.4% 11.1% 55.6% 22.2% 22.2% 22.2%

20～24歳（32） 43.8% 25.0% 37.5% 18.8% 31.3% 28.1%

25～29歳（33） 45.5% 30.3% 39.4% 18.2% 21.2% 21.2%

30～34歳（31） 45.2% 29.0% 19.4% 29.0% 12.9% 19.4%

35～39歳（35） 40.0% 25.7% 14.3% 22.9% 22.9% 8.6%
全体（277） 35.4% 26.7% 23.5% 17.7% 15.9% 14.1%

全体

■理想より現実的に持つつもりのこどもの数が少ない理由（既婚者×今後の出産意志あり）

・理想のこどもの人数は、全年代において「2人」「3人」が多数を占めている。
・理想より現実的に持つつもりのこどもの数が少ない理由としては、全年代において、経済的な理由が上位となっている。若い世代では

「幼児教育・保育サービスの不足」、30歳以上では「高齢出産」の回答が多くなっている。

年代（）内は回答数

出産、子育て、教育等に
お金がかかるから

高齢出産となるため 自分の仕事（勤めや家
業）に差し支えるから

幼児教育・保育サービス
が不足しているから

これ以上育児の心理的肉
体的負担に耐えきれない
から

。ほしいけれどもできな
いから

20～24歳（12） 100.0% 0.0% 41.7% 16.7% 16.7% 0.0%

25～29歳（77） 94.8% 3.9% 19.5% 39.0% 3.9% 6.5%

30～34歳（95） 87.4% 13.7% 21.1% 28.4% 10.5% 14.7%

35～39歳（75） 70.7% 41.3% 22.7% 9.3% 13.3% 22.7%

全体（357） 76.8% 27.5% 21.0% 22.4% 9.2% 16.2%

※属性別は39歳までを表示

※属性別は39歳までを表示

１ 少子化対策に関する現状分析・アンケート調査 【アンケート】
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■こどもを産む人が増えるために効果的だと思うもの

■子育てにおいて大変だと思うこと（末子の年代別）

・全年代において「収入の増加」が最も多い。続いて「保育等サービスの充実」、「児童手当の拡充」などの経済的負担軽減となっている。

・全年代において、経済的負担の増加が多数を占めている。こどもが小さいほど、仕事や生活への影響が大きい傾向にある。

年代（）内は回答数

収入の増加 幼児教育・保育サービス
の充実

児童手当等の拡充 高等教育費（高校卒業後
の大学、専門学校等）の
負担軽減

出産等の経済的負担の軽
減

医療費等の負担軽減 妊治療への支援（経済的
負担の軽減含む）

18～19歳（65） 47.7% 47.7% 29.2% 38.5% 41.5% 24.6% 20.0%

20～24歳（232） 55.2% 41.4% 32.3% 30.2% 49.1% 26.7% 20.7%

25～29歳（338） 53.3% 41.4% 46.4% 26.3% 47.6% 31.7% 29.0%

30～34歳（432） 57.9% 39.8% 42.6% 28.0% 37.5% 28.0% 23.8%

35～39歳（592） 55.4% 36.3% 43.2% 30.7% 30.1% 34.5% 30.1%
全体（3731） 50.7% 36.1% 36.1% 33.7% 31.3% 31.1% 28.1%

子の年代（）内は回答数

経済的負担の増加 心配事の増加（病気、い
じめ、受験、非行など）

自分の自由な時間の減少 仕事を辞める・セーブせ
ざるを得ないこと

 こどもの送迎（園、学
校、塾、習い事等）

精神的ストレスの増加 パートナーよりも自分の
負担が大きすぎること

0～2歳（487） 80.3% 33.1% 40.2% 29.0% 18.3% 25.5% 12.5%

3歳～就学前（394） 77.4% 49.7% 39.3% 27.9% 23.9% 19.5% 13.2%

小学生（1～2年生）（182） 74.2% 49.5% 37.4% 26.9% 26.9% 19.2% 16.5%

小学生（3～4年生）（154） 81.2% 51.9% 26.6% 24.7% 20.1% 18.2% 18.2%

小学生（5～6年生）（167） 77.8% 49.7% 32.9% 18.0% 26.9% 16.8% 21.0%

中学生（193） 80.3% 57.0% 20.7% 18.7% 25.9% 20.7% 20.7%

高等学校（190） 83.7% 54.2% 21.6% 18.4% 20.5% 14.2% 18.4%

専門学校・大学等高等教育（189） 81.5% 49.2% 30.7% 15.3% 17.5% 16.4% 20.6%

社会人（306） 83.3% 55.2% 18.6% 17.3% 12.7% 15.7% 18.3%

全体（2262） 80.0% 48.0% 31.4% 23.0% 20.7% 19.4% 16.6%

※属性別は39歳までを表示

１ 少子化対策に関する現状分析・アンケート調査 【アンケート】
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２.こどもの生活等実態調査

こども及びその保護者の生活実態、経済的、社会的な理由に
よる困難を抱えているこどもの課題等の把握

調査期間：令和4年11月7日～11月24日
対 象 者：①小学5年生 ②その保護者

③中学2年生 ④その保護者
調査人数：①②各6,837人 ③④各6,432人
回 答 数：①2,596人（38.0％） ②2,584人（37.8％）

③2,285人（35.5％） ④1,619人（25.2％）
34



２ こどもの生活等実態調査 【保護者の生活状況】

今回（R4） 前回（H29）
保護者総世帯数 4,203 4,603 （世帯）
等価可処分所得算出可能世帯数 4,203 3,804 （世帯）
世帯所得平均値 547 560 （万円）
等価可処分所得中央値 257 238 （万円）
貧困線（中央値の1/2） 129 119 （万円）
貧困線未満世帯数 460 534 （世帯）
貧困線未満の割合 10.9% 14.0%

• 等価世帯収入の水準が「中央値の2分の1未満」の世帯が10.9%、
「中央値の2分の1以上中央値未満」が35.9%、「中央値以上」が
53.2%となっている。

• 前回調査と比較すると、「中央値の2分の1（貧困線）未満」の割合
は3.1ポイント減少しており、「中央値以上」、「中央値の2分の1
以上中央値未満」の割合はそれぞれ増加している。

• 世帯構成別でみると、ひとり親世帯全体では「中央値の2分の1未
満」が49.9%と、ふたり親世帯と比べて高くなっている。

■所得等の状況
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２ こどもの生活等実態調査 【保護者の生活状況】

• 現在の暮らしの状況について、「苦しい」と「大変苦しい」を
合わせた割合は、全体では20.3%であった。等価世帯収入の水
準が「中央値の２分の１未満」の世帯では53.9%、世帯構成が
「ひとり親世帯全体」では44.9%であった。

• 「苦しい」又は「大変苦しい」と回答した割合は、もっとも収
入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、全体の２倍程度に及
んだ。

• 収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、「食料が買えなかった
経験」や「衣服が買えなかった経験」、「公共料金の未払い」が生
じている割合が高い。

■現在の暮らしの状況 ■経済的課題、経済的理由による困難な経験
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• 収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、「こどもの健康状
態がよくない」と答えた割合が高い。また、保護者と話す頻度
が「ない」と答えた割合が高い。

• 収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、こどもの学力が「遅れ
ている」と答えた割合が高い。また、学校以外での勉強時間が少な
い傾向にある。

２ こどもの生活等実態調査 【保護者の生活状況】

■こどもの健康状態、保護者との関わり ■こどもの学力・勉強時間
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• 収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、「誰にも相談でき
ない、相談しない」と回答した割合が高い。

• 収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、 こどもが将来どの段階
まで進学するかの希望・展望に関して「大学またはそれ以上」と回
答した割合が低い。

• こどもの進学段階について「高校まで」と考える理由として、収入
の水準が低い世帯やひとり親世帯では「家庭の経済的な状況から考
えて」と回答した割合が高い。

２ こどもの生活等実態調査 【保護者の生活状況】

■悩み事や相談できる人の有無 ■こどもの将来・希望
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２ こどもの生活等実態調査 【こどもの生活状況】

• 学校がある日に授業以外の勉強を「まったくしない」と回答し
た割合、学校の授業について「わからない」と回答した割合は、
収入の水準が低い世帯やひとり親世帯で高い。

• 収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、「朝食」や「夏休みや
冬休みなどの期間の昼食」について「毎日食べる」と回答した割合
が低い。

• また、ひとり親世帯では、ふたり親世帯と比べて、就寝時間につい
てほぼ同じ時間に寝ていると回答した割合が低い。

■学習状況 ■日常生活状況
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２ こどもの生活等実態調査 【こどもの生活状況】

• 収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、進学したいと思う
教育段階を「大学またはそれ以上」と回答した割合が低い。

• 収入の水準が低い世帯では、「将来の夢や希望を持っている」
と回答した割合が低い

• 収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、生活満足度が低い。
• こどもの心理的な状況に関して、収入の水準が低い世帯やひとり親

世帯では、「情緒の問題」のスコアが高い。

■将来の希望 ■生活満足度・心理的状況
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３.こども・若者の生活と意識に関するアンケート調査

こども・若者を取り巻く現状及び課題の把握

調査期間：令和6年2月6日～2月20日
対 象 者：15歳以上39歳以下
調査人数：5,000人
回 答 数：1,183人（23.7％）
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■現在の就労・就学等の状況について

■ふだん自宅にいるときに、どんなことに時間を使っていますか

全体 1183 51.7 16.7 1.2 3.0 0.5 17.7 0.7 5.2 0.3 3.0

15歳～19歳　 157 3.2 2.5 0.0 0.0 0.0 89.8 0.0 0.0 0.6 3.8

20歳～24歳　 164 39.6 14.0 0.0 1.2 0.0 38.4 1.2 1.2 0.6 3.7

25歳～29歳　 185 68.6 17.8 1.1 2.7 0.0 1.6 0.0 4.9 0.5 2.7

30歳～34歳　 287 61.3 23.7 0.3 4.2 0.7 0.3 1.0 4.9 0.0 3.5

35歳～39歳　 390 61.3 17.7 2.8 4.4 1.0 0.3 0.8 9.2 0.3 2.3

派遣会社などに登録

しているが、現在働い

ていない

専業主婦・

主夫
家事手伝い 無職

契約社員、派遣

社員またはパー

ト・アルバイト

会社役員
自営業・フリー

ランス
その他の形態 学生n

正社員・正

規職員

n テレビを見る ラジオを聴く 本を読む 新聞を読む ゲームをする 勉強をする 仕事をする 家事をする 育児をする
介護・看護を

する

インターネット

閲覧やSNS

をする

その他

全体 1183 49.6 3.8 18.0 1.9 38.1 20.5 17.8 58.9 36.0 1.0 72.1 4.0

15歳～19歳　 157 52.2 2.5 24.8 1.3 52.9 59.9 0.6 22.9 0.6 0.6 82.2 5.7

20歳～24歳　 164 40.9 3.0 14.6 1.2 48.8 31.7 11.6 35.4 5.5 0.0 85.4 4.9

25歳～29歳　 185 50.3 2.2 10.8 2.2 43.8 11.4 21.6 57.3 22.7 1.1 74.6 5.4

30歳～34歳　 287 48.8 3.5 16.4 1.7 34.1 10.8 20.6 70.0 49.8 1.0 64.8 2.4

35歳～39歳　 390 52.6 5.6 21.3 2.6 27.9 11.3 23.6 75.9 59.2 1.5 66.7 3.3

・30代になると正規職員の割合が減り、非正規職員や自営業、専業主婦・主夫の割合が多くなっている。

・若年層は、ゲームや勉強、SNS等に時間を使う割合が高い。20代後半から家事や育児に時間を使う割合が高くなっている

３ こども・若者の生活と意識に関するアンケート調査
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■仕事や学校（授業・部活）、家事等以外の自由な時間をどのような場所で過ごすことが多いですか

■家庭、学校、職場以外で、どういった場所であれば行ってみたいと思いますか

n 自分の家            友人の家            飲食店 コンビニ 商業施設 中心市街地
アミューズメント

施設
学校 スポーツ施設 文化施設 図書館 公園 その他 

全体 1183 91.7 6.8 24.4 4.6 36.9 15.4 17.0 4.4 9.2 2.4 5.2 9.3 4.6

15歳～19歳　 157 94.3 11.5 21.0 4.5 21.0 19.7 26.1 21.7 10.2 1.9 5.1 5.1 1.9

20歳～24歳　 164 93.9 11.0 24.4 1.8 36.0 27.4 21.3 9.1 7.3 0.6 4.9 3.7 3.7

25歳～29歳　 185 91.9 7.6 29.2 5.9 36.2 18.9 17.3 0.5 10.8 2.7 4.3 5.4 2.2

30歳～34歳　 287 91.6 4.5 23.0 3.5 41.1 10.5 14.3 0.0 8.0 2.1 4.9 12.2 5.2

35歳～39歳　 390 89.7 4.4 24.6 5.9 40.8 10.5 13.3 0.5 9.7 3.3 5.9 13.1 6.7

全体 1183 58.8 68.5 30.9 62.6 18.5 32.8 13.9 29.9 2.7 3.1

15歳～19歳　 157 58.0 63.1 36.9 70.7 26.1 33.8 13.4 43.3 1.9 0.6

20歳～24歳　 164 66.5 70.7 39.0 64.6 23.8 32.3 21.3 36.6 2.4 3.7

25歳～29歳　 185 60.5 70.3 27.0 62.7 18.4 27.6 14.1 35.7 1.1 3.8

30歳～34歳　 287 56.4 67.6 24.7 60.3 10.8 30.0 11.1 21.6 2.8 3.1

35歳～39歳　 390 56.9 69.5 31.3 60.3 19.0 37.2 13.1 25.1 3.8 3.6

特にないその他

いろんな人と出会え

る、友人と一緒に過

ごせる場所

悩みごとの相談に

のってもらったり、一

緒に遊んでくれる大

人がいる場所

新しいことを学べた

り、やりたいことに

チャレンジできる場

所

自分の意見や希望

を受け入れてもらえ

る場所

好きなことをして自

由に過ごせる場所

ありのままでいられ

る、自分を否定され

ない場所

一人で過ごせたり、

何もせずのんびりで

きる場所

いつでも行きたい時

に行ける場所
n

・若年層は、友人宅、アミューズメント施設等、学校で過ごす割合が多い。30代は商業施設や公園で過ごす割合が高くなっている。

・若年層であるほど他者と過ごせる場所を希望する割合が高い。また、20代前半は相談できる場所を求める割合が高い。

３ こども・若者の生活と意識に関するアンケート調査
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■意識調査

※ 令和4 年度内閣府「こども・若者の意識と生活に関する調査報告書」の定義を基に、引きこもり群を定義

３ こども・若者の生活と意識に関するアンケート調査

【今の自分が好きだ】 【社会に自分の意見が聞いてもらえていると思う】

【自分には自分らしさというものがあると思う】 【社会のために役立つことをしたいと思う】

【困ったときは助けてくれる人がいると思う】 【社会生活や日常生活を円滑に送ることができている】
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■あなたは現在、悩んでいることや困っていることはありますか

n
勉強や進学

のこと

就職や仕事

のこと
家族のこと 友人のこと 恋人のこと

将来の生活

のこと
お金のこと

健康や病気、

障がいのこと

自分の性格

のこと

自分の容姿

のこと

政治や社会

のこと
その他

特に悩んでい

ることや困って

いることはない

全体 1183 15.6 51.1 23.9 5.0 9.7 56.3 61.0 26.2 21.2 16.9 22.3 3.0 7.1

15歳～19歳　 157 66.9 28.7 11.5 15.3 12.1 42.0 36.3 11.5 29.3 21.7 18.5 1.9 12.1

20歳～24歳　 164 23.8 65.2 9.8 7.9 21.3 59.8 62.2 20.7 25.6 27.4 22.0 1.8 3.7

25歳～29歳　 185 4.9 58.4 17.3 3.2 13.5 61.6 69.2 18.9 22.2 16.8 28.6 3.8 8.1

30歳～34歳　 287 5.6 52.6 27.5 2.4 6.6 59.2 64.5 30.3 20.9 15.7 21.3 4.5 6.6

35歳～39歳　 390 4.1 49.7 35.4 2.3 4.4 55.9 64.1 34.9 15.9 11.5 21.8 2.6 6.4

ひきこもり群　 19 10.5 63.2 26.3 5.3 5.3 68.4 78.9 42.1 47.4 36.8 21.1 5.3 5.3

ひきこもり群以外　 1164 15.7 50.9 23.9 5.0 9.8 56.1 60.7 25.9 20.8 16.6 22.3 3.0 7.1

・意識調査において、ひきこもり群に該当する方は、自己肯定感や
社会・他者に対する期待感・働きかけ、現状への満足度、将来への
希望のいずれにもおいても低い結果となった。

・年代別でみると、10代は勉強や進学、20代以降は仕事やお金、将来の生活に関する悩みが多い。30代は健康への悩みも多くなっている。
・ひきこもり群に該当する方は、特に将来の生活やお金、仕事に関する悩みが多く、性格や容姿、健康などの自分自身に関する悩みも多い。

３ こども・若者の生活と意識に関するアンケート調査

【自分の将来について明るい希望があると思う】
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４.こども・子育て支援事業計画 利用希望等把握調査

教育・保育、地域子ども・子育て支援事業に関する利用希望
等の把握

調査期間：令和6年2月5日～3月5日
対 象 者：①未就学児の保護者

②小学生の保護者
調査人数：①20,000人 ②5,000人
回 答 数：①8,492人（42.4％）

②2,545人（50.9％）
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４ こども・子育て支援事業計画 利用希望等把握調査 【全体】

• 「父母ともに」が63.8％で最も多く、これに「主に母
親」の35.1％が続く。

• 前回調査と比べ「父母ともに」の割合が8.2ポイント
増加し、「主に母親」が6.7ポイント減少した。

• 父親の子育て参加が徐々に増加している。

凡例

今回調査

(n=11,037)

H30年調査

(n=9,111)

0%

■主に子育てを行っている人

■母親の就労状況

■父親の就労状況

• 前回調査と比較して、産休・育休・介護休業中に関係
なく「フルタイムで就労している」人の割合が13.0ポ
イント増加した。

• 母親のフルタイム就業が増加し、「以前は就労してい
たが、現在は就労していない」が5.1ポイント減少し
た。

凡例

今回調査

(n=11,037)

H30年調査

(n=9,111)

または休職中ではない

凡例

今回調査

(n=11,037)

H30年調査

(n=9,111)

産休・育休・介護休業中

または休職中ではない • 前回調査と比較して、「フルタイムで就労しており、
育休・介護休業中ではない」人の割合が9.6ポイント
増加した。

• 父親の育児・介護休業の取得状況は微増しているが、
大きな変化はない。

50.1％

37.1％
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４ こども・子育て支援事業計画 利用希望等把握調査 【未就学児童保護者】

■教育・保育事業（幼稚園・保育園等）

• 幼稚園、保育園等を利用している人の割合は86.2％と、前回と比較して
6.8ポイント増加した。

• 利用していない理由としては、「必要がない」36.4％、「こどもが小さ
いため」32.8％、「サービスに空きがない」27.8％となっている。

• 利用したい施設としては、「認定こども園」が55.1％と最も高く、「認
定こども園」が「認定保育園」を上回っている。

【利用状況】

【利用していない理由】

【利用したい施設・サービス】
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４ こども・子育て支援事業計画 利用希望等把握調査 【未就学児童保護者】

■地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター等）

• つどいの広場や子育て支援センターを利用している人は12.7％となって
いる。

• 利用していない理由としては、「就園している」が58.1％と最も高く、
次いで「必要性を感じない」21.3％となっている。

• その他、「利用の仕方が分からない」「つどいの広場を知らない」も2
割強となっている。

• 今後の利用希望としては、「利用していないが、今後利用したい」が
26.4％と前回と比較して6.2ポイント増加した。

【利用状況】

【利用していない理由】

【今後の利用希望】
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４ こども・子育て支援事業計画 利用希望等把握調査 【未就学児童保護者】

■病児・病後児保育事業

• 75.2％の人がこどもの病気等で幼稚園・保育園等を利用できなかった経
験がある。

• 幼稚園・保育園を利用できなかった場合の対応としては、「母親が仕事
を休んだ」が83.3％と最も高く、次いで「父親が仕事を休んだ」が
40.7％となっている。

• 「父親が仕事を休んだ」は、前回と比較して19.5ポイント大幅増となっ
た。

• 病児・病後児保育の利用は8.5％と少ないものの、利用を希望する人は
34.0％と前回と比較して11.8ポイント増加した。

【病気やケガで幼稚園・保育園等を利用できなかった経験】

【利用できなかった場合の対応】

【病児・病後児保育の利用希望】
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４ こども・子育て支援事業計画 利用希望等把握調査 【未就学児童保護者】

■一時預かり等サービス（一時預かり事業、ショートステイ等）

• 一時預かり等サービスを利用していない人が88.1％であり、前回と比
較して2.7ポイント増加した。

• 利用していない理由としては、「必要がない」が52.8％と最も高いが、
前回と比較して16.2ポイント大幅減となった。

• また、2割以上の方が、サービス対象・利用方法が分からないといった
理由となった。

• 利用希望についても、「必要がない」が49.9％と最も高いが、11ポイ
ント減となった。

【利用状況】

【利用していない理由】

【宿泊を伴わない一時預かり等サービスの利用希望】
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４ こども・子育て支援事業計画 利用希望等把握調査 【全体】

■放課後児童健全育成事業（児童育成クラブ）
【小学校低学年時に放課後過ごさせたい場所】 【小学校高学年時に放課後過ごさせたい場所】

就
学
前
児
童
保
護
者

小
学
生
保
護
者

就
学
前
児
童
保
護
者

小
学
生
保
護
者

• 小学校低学年時に放課後過ごさせたい場所としては、就学前児童の保護者は「児童育成クラブ」が55.3％、小学生の保護者は「自宅」が
83.3％と最も高い結果となり、差異が生じる形となった。

• 小学校高学年時に放課後過ごさせたい場所としては、就学前児童の保護者は「自宅」が77.0％、小学生の保護者も「自宅」が80.2％と、
どちらも「自宅」が最も高く、前回から増加する結果となった。 52
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